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社会課題の解決に向けて

1. 日本銀行、Federal Reserve Boardより当社作成。2021年12月末時点。米国家計金融資産は2021年12月末の為替レートにて換算(1ドル=115.12円)

2. 株式等、債券等、投資信託を含む 3.      保険等、その他含む 1

日米家計金融資産の推移(2000年～2021年)1と構成(2021年12月末現在)1

約1京3,500兆円

約2,000兆円

3.3倍

1.4倍

米国

日本

(兆円)

お客様の喫緊の課題

人生100年時代における
資産寿命の延伸

インフレや市場環境の変化に
対応できる資産設計

2000年 2005年 2010年 2015年 2020年

証券投資2

56%

証券投資2

16%
その他3 その他3

米国 日本

現預金
13%

現預金
54%

社会全体の証券投資を後押しすることで、
より多くのお客様の資産をお守りし、

資本市場の拡大に貢献

2025年3月期経営ビジョン

『社会課題の解決を通じた持続的成長の実現』

貯蓄から投資への資金シフトの大きな流れを創り出す
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ストック資産、ストック収入推移

ストック資産残高 ストック収入
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コンサルティング関連収入

ビジネスモデル変革の進捗

 「資産コンサルティング業」への進化を通じたビジネス拡大を志向

 ストック資産の拡大および各領域におけるソリューション強化は達成した一方、顧客の拡大は引き続き課題

ストック型ビジネスへの転換が進み
ストック収入は年間1,300億円1を超える水準

幅広いソリューション提供は実現したが
サービスを提供したお客様の数には課題を残す

(兆円) (10億円) (10億円)

2

ストック型ビジネスの拡大 コンサルティング・ビジネスと買付顧客数の進捗

1. 2022年4月にストック収入の範囲を見直したことを受け、2022年3月期以前の数字を新しい定義に合わせて遡及修正
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2022年3月期/3月末
(実績)

2025年3月期/3月末
(KPI)

ストック資産 19.6兆円 25.8兆円

ストック資産純増 4,772億円 1兆4,000億円

フロービジネス顧客数 151万件 160万件

職域サービス提供数 336万 366万

2025年3月期に向けた戦略とKGI/KPI

1. 継続的に安定して収入が発生するビジネスによる収入、もしくは残高に応じて発生する収入の合算

2. ブローカレッジ収入、コンサルティング関連収入等を合算した収入 3

① 領域ビジネスの強化

 領域担当役員の下でスピード感の
ある領域別戦略の推進

 各領域の生産性の改善

 職域強化による顧客基盤拡大

② デジタル戦略

 デジタルマーケティングの強化

 デジタルの活用によるパートナー
の生産性向上

 デジタルで完結する付加価値の提
供

② アライアンス戦略

 地方銀行等との連携を通じた顧客
基盤、ストック資産の拡大KGIを達成す

る為のKPI

税前利益
(KGI)

NEW

NEW

NEW

戦略のポイント2025年3月期に向けた定量目標

1

3

2

収益構造の転換
利益率の改善

1 2

2

3

1

 お客様の信頼の獲得とお客様との接点の拡大に取り組み、持続的な成長を実現

(10億円)

2022年
3月期
(実績)

2025年
3月期
(KGI)

110～130

業務効率化
費用抑制等

2023年
3月期

2024年
3月期

2025年
3月期

2023年
3月期

2024年
3月期

2025年
3月期

ストック収入1の変化 フロー収入2の変化

1 2 3

1 2 3

59.2



2025年3月期に向けたKPI

 持続可能な成長に向けた戦略のモニタリング

4

ビジネスデザインは第二幕へ

ストック資産

領域ビジネスの強化

ストック資産純増

フロービジネス顧客数

職域サービス提供数

デジタル戦略 アライアンス戦略

 投資信託、投資一任、レベルフィー、ロー
ン等、資産残高より収入が発生する資産
の総額

KPI

お客様への
サービス
提供拡大

お客様との
中長期的な
関係構築

お客様の課題解決

中長期的な資産形成や
資産運用のサポート

お客様の課題・ニーズに適した
プロダクトやソリューションの提供

職域サービスを通じた
資産形成のサポート

一定の残高より安定した収入を得ることができ
る資産

 年間内のストック資産の流出入総額

 年度内にフロービジネス1を提供した顧
客の数

 職域に関連するサービスを提供している
数2

1. フロー収入が発生するビジネス
2. 持株会会員、企業型ＤＣ加入者、譲渡制限付株式口座数、職場つみたてNISA、職場iDeCo等に加え、持株会由来口座（現会員除く）を合算した数字（一部重複あり）

より深く・より広く・より長く へのチャレンジ



今後のビジネス展開(概念図)

領域別アプローチとデジタル活用

5

既
存
の
お
客
様

職
域
・新
規
の
お
客
様

ニーズの
多様性

資産形成層 リタイアメント層 シニア層

大

大

小

法人・オーナー個人(法人オーナー以外)

次世代の
富裕層、マスアフルエント層

職域サービスの提供

デジタル・マーケティングによる接点拡大

デジタルで誘導

法人・オーナー
領域

富裕層領域

小 デジタルで完結する
サービスの拡大

マスアフルエント・マスリテール領域
(人＋デジタル)

新規のお客様への
アプローチ

領域別アプローチの強化

領域毎に担当役員を任命し、
各領域のビジネス戦略と収益性
へのコミットメントを明確化

お客様との接点拡大

デジタル・カンパニーと一体と
なり、マーケティングを強化、
デジタル完結サービスの拡大

職域サービスの強化

アライアンス戦略の推進

 付加価値の高いサービスに
パートナーを再配置

 デジタルの積極的な活用を通じ
て、お客様の利便性向上と業務
効率の改善を目指す

P6

P8

P9

P7

1

1

1

2

2

3

1

2

1

2

1 32

1 2

2

2

23

3

3

領域ビジネスの強化

デジタル戦略

アライアンス戦略
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領域ビジネス

 領域ビジネス強化に向けて新たに領域担当役員を設置

 領域ごとに収益性をモニタリングし、機動的に戦略を立案・実行

6

1

WM

法人・オーナー領域

領域ビジネスの強化

WM/法人・
オーナー領域

担当

富裕層領域

マスアフルエント・
マスリテール領域

 法人・オーナーの自社株マネジメントを含む複雑なニーズ
に応えられる専門性の高いパートナー

 超富裕層向けにカスタマイズされたプロダクトの開発

 専門性の高いソリューションに特化した本社サポート

顧客セグメント毎の
シェア拡大

ストック資産拡大

 富裕層の資産管理のニーズに応えられる専門性の高いパート
ナー

 マーケット状況や富裕層、高齢者のお客様に適したプロダクト
の提供

 インフレ対応、余資運用、不動産活用、相続など、様々なニー
ズに対応するソリューションの強化

お客様に提供する
サービスの量的拡大

ストック資産拡大

 マスアフルエント層のお客様に対する資産形成、ライフプラ
ンニング、相続・承継サービスを提供する体制の強化

 デジタルサービスやアプリを通じた付加価値の向上や顧客
接点の拡大

 デジタルで完結するサービスの拡大

サービスを提供する
顧客基盤の大幅な拡大

ストック資産拡大

富裕層領域
担当

マスアフルエ
ント領域担当

部店マネジメント担当役員

• 迅速に意思決定し、領域ビジネス推進に向けた施策を遂行

付加価値の高いサービス提供
により収益性を更に向上

フロー収入の拡大



職域ビジネスの強化

 職域サービスによる接点拡大を通じて、リタイアメント後も含めた、お客様との中長期的な関係を構築

上場企業
官公庁・Tier付法人等

持株会/DC等の
受託拡大

法人顧客へのアプローチ 職域サービスを通じた個人顧客へのアプローチ

インベストメント・バンキング(IB)

WM、法人・オーナー領域

 ライフプラン・サービスグル
ープ、WM、IBで部門横断的
な連携を強化

 複合的な提案を通じて受託
を拡大

 各領域でお客様のニーズ
にあった付加価値の高い
サービスを提供

 コンタクトセンターの機能強化により、職域接点を持つお
客様に対してコンサルティングを提供する体制の強化

21

 デジタルサービスやアプリ
を通じた顧客接点の拡大、
付加価値の向上

 セミナー等を通じたライフプ
ランニングの訴求

職域サービス提供数1

7
1. 持株会会員数、企業型ＤＣ加入者、譲渡制限付株式口座数、職場つみたてNISA、職場iDeCo加入者数等に加え、持株会由来口座数（現会員除く）を合算した数字 （一部重複あり）

職域サービスを提供することにより持続的な顧客基盤を
構築、部門の中長期的なサービス拡大に繋げる

リレーション構築 資産コンサルティング 資産運用/資産管理の
サポート強化

職域サービスの
付加価値向上

ゆとりたいあ
(リタイアメント層を専門に担当するパートナー)

マスアフルエント領域
富裕層領域

WM、法人・オーナー領域

コンタクトセンター
(リモートコンサルティングパートナー、リモートインサイドパートナー)

顧客データを
本社関連部署で
一元管理

ライフステージに
合わせて
シームレスに

連携

ライフプラン・サービスグループ

現役期 リタイア期前後 高齢期



デジタル戦略の推進

デジタル戦略

 デジタル・カンパニーと一体となり、営業部門のデジタル戦略を推進

8

2

• デジタルカンパニー担当役員が営業部門の
マーケティング担当を兼務

デジタル・カンパニー

営業部門 デジタルの活用によりパートナーの生
産性を向上

資産を把握し、
次のアクションを知る

確かな情報を、
いつでも、手軽に入手

投資に必要な機能を
ワンストップで提供

3つのアプリを組み合わせ、お客様のカスタマージャーニーを支援

お客様の行動

デジタルで完結するサービスの
拡大を通じて取引を活性化

新たなお客様がスムーズに証券運用に踏み出せるような導線を整備
特に次世代富裕層・マスアフルエント層を中心に「デジタル完結」「人＋デジタル」という新し
い形でサービスを提供する体制を構築

投資に対する
関心の始まり

情報収集

口座開設/

買付

取引活発化

自社サイトやアプリ等を通じて、
投資に関する初歩的な情報提
供を実施

デジタル接点から口座開設まで
の申込率を高める
口座開設から最初の取引までを
スムーズにサポート

カスタマージャーニーをデジタル化し、
取引の拡大に繋げる

資産状況、投資情報の提供等、
デジタルで完結するサービスを
拡大することでパートナーの生
産性を上げ、各領域の収益性を
拡大

データ分析等を行い、顧客開拓
やコンサルティングに活用する
ことで、パートナーの生産性向
上

パートナー

外部広告・PR

デジタルマーケティングの強化・パートナーの生産性向上
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預り資産 ストック資産

 顧客との深い信頼関係
 充実した広い店舗網

 パートナーの専門性
 資産コンサルティングのインフラ

• 資産設計
• NOMURA Navigation

アライアンス戦略

1. 山陰合同銀行・阿波銀行の実績合計 9

 地域金融機関との包括的提携を通じて、より幅広いお客様に付加価値の高いサービスを提供

 地域社会の発展と金融リテラシー向上に貢献すると共に、資産導入を通じた安定した顧客基盤の拡大を実現

地域のお客様の課題解決を通じて
さらなる顧客基盤の拡大を実現

(億円)
地域金融機関

従来の野村グループの
顧客基盤

地域金融機関
独自の顧客基盤

顧客基盤の拡大1アライアンスの基本戦略

アライアンス

お互いの強みを生かし、
より多くのお客様に付加価値の高いサービスを提供

現金本券差引 約1,000億円

ストック資産純増 約840億円

引き続きストック資産を
中心とした資産拡大を図る

2022年3月期 中期目標

約1.4兆円

1.8兆円

約5,300億円

シナジーを発揮し、
お客様の課題解決を実現

3

＋大分銀行との基本合意書の締結

2022年3月期



130.7

197.3

328.0

約390

2022年3月期

(実績)

2025年3月期

(イメージ)

営業部門の収益 ～取り組みの結果として、収益の拡大と収益構造の安定化を図る

ビジネス拡大に伴う収益の成長

1. 2022年4月にストック収入の範囲を見直したことを受け、2022年3月期以前の数字を新しい定義に合わせて遡及修正

 資産コンサルティング業への進化や顧客基盤の拡大を通じて収益の増加を目指す

 ストック型ビジネスに注力することによりストック収入を拡大、フロー収入は顧客数の増加を通じて現状維持を想定

10

ストック収入1

50%

40%

お取引に付随して
発生する収入

(ブローカレッジ収入、
コンサルティング収入等)

残高から発生する収入や
継続的に発生する収入

(2022年4月に定義を見直し)

 ストック型ビジネスの拡大
‒ 個人富裕層向けにレベルフィーを本格導入～投資一任を含めた
残高フィー型ビジネスを中期的に10兆円超に拡大

 職域サービス提供数を29万人増加
‒ 持株会入会～退職までシームレスなサービスを提供
‒ システム投資を通じて会員や加入者の利便性を向上

 ローン関連ビジネスの拡大

(10億円)

フロー収入

 フロービジネス顧客数の拡大
‒ デジタルを活用し、パートナーの生産性を向上

 総募集買付の回復、コンサルティング提案の拡大
‒ 領域毎の専門性を活かしたコンサルティング・ソリューション、
プロダクト・マーケティングの提供

注力するポイント

お客様への接点拡大

デジタルの活用
アライアンス戦略の推進

お客様の信頼の獲得

ストック型ビジネスへの転換
領域別アプローチの強化



コスト戦略

 2021年3月期に約300億円のコスト削減プログラムを1年前倒しで完了、部門費用は2,800億円を下回る水準に

 デジタル等の投資を行いながらコスト・コントロールは継続 ～2025年3月期に向けて収益を拡大させる一方、費用は抑制

11

部門費用およびストック収入費用カバー率の推移

309.8

290.0 286.9
276.5

268.7

35%
38%

49%

7割
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220.0

250.0

280.0

310.0

340.0

2018年

3月期

2019年

3月期

2020年

3月期

2021年

3月期

2022年

3月期

2025年

3月期

目標

費用 ストック収入費用カバー率(10億円)

約300億円のコスト削減
コストコントロール

成長投資

 営業改革に伴う店舗統廃合

 業務システムの統合

 ペーパーレス化等の業務プロセスの効率化

 効率化および生産性向上による人員の減少

過去に完了した
コスト削減

 人とデジタルの融合を推進する為の成長投資
(年間100億円)

 コスト・コントロールは継続、部門費用は2022

年3月期より低下

 デジタルを活用した業務プロセスのさらなる
効率化

 領域ごとの採算性を厳格に管理、各領域に
適したコスト構造へ転換

 Pay for performanceを継続し、収益水準
に応じて適正な報酬水準は維持

2025年3月期
に向けた
投資・コスト
戦略
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